
グラフ凡例
当該病院値（当該値）

類似病院平均値（平均値）

平成28年度全国平均

経営比較分析表（平成28年度決算）
大阪府東大阪市　総合病院

法適用区分 業種名・事業名 病院区分 類似区分 管理者の情報 許可病床（一般） 許可病床（療養） 許可病床（結核）

- - ■

経営形態 診療科数 DPC対象病院 特殊診療機能　※１ 指定病院の状況　※２ 許可病床（精神） 許可病床（感染症）

条例全部 病院事業 一般病院 500床以上 自治体職員 -

【】

人口（人） 建物面積（㎡） 不採算地区病院 看護配置 稼働病床（一般） 稼働病床（療養） 稼働病床（一般＋療養）

許可病床（合計） －

直営 33 対象 ド 透 I 未 訓 ガ 救 臨 が 災 地 輪 - - -

547

※１　ド…人間ドック　透…人工透析　Ｉ…ＩＣＵ・ＣＣＵ 未…ＮＩＣＵ・未熟児室　訓…運動機能訓練室　ガ…ガン（放射線）診療

※２　救…救急告示病院　臨…臨床研修病院　が…がん診療連携拠点病院　感…感染症指定医療機関　ヘ…へき地医療拠点病院　災…災害拠点病院　地…地域医療支援病院  特…特定機能病院　輪…病院群輪番制病院
Ⅰ 地域において担っている役割

1. 経営の健全性・効率性   国指定の地域がん診療連携拠点病院、地域医
療支援病院、救急告知病院、地域周産期母子医
療センター、災害拠点病院などの公的役割を持
ち、地域の中核病院としての機能を担ってい
る。

493,922 38,361 非該当 ７：１ 547 -

Ⅱ 分析欄

1. 経営の健全性・効率性について

　①経常収支比率については、各年度100%未満で赤字の状況が
続いており、その結果、③累積欠損金比率の減少が図れていな
い。また、H28の③累積欠損金比率が高水準となっているの
は、H28.10に地方公営企業法の全部適用から地方独立行政法人
へ経営形態を移行したことにより、当年度未処理欠損金を
H28.4～H28.9の半期の医業収益で除したことによるものであ
る。
　②医業収支比率については、H27に過年度と比較して改善が
図れたが、H28には再び悪化しており、類似病院平均値と比較
しても減少幅が大きくなっている。これは、④病床利用率が
H27比で横ばいとなったものの、施設基準の新規取得や地域の

H24 H25 H26 H27 H28 H24 H25 H28H27 H28 H24 H25 H26 H27H26 H27 H28 H24 H25 H26

71.3当該値 96.5 91.7 91.7 96.3 93.7 当該値 94.1 90.1 79.4 79.0

平均値 103.0 101.7 101.1 100.3 99.8 平均値

139.8 139.9 283.8 当該値 71.7 68.890.2 95.2 92.4 当該値 102.6 115.7

81.2 80.7 79.5

「経常損益」 「医業損益」 「累積欠損」 「施設の効率性」

45.6 41.7 37.7 36.8 33.9 平均値97.2 96.0 94.6 94.4 93.6 平均値 80.3 80.7
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H27比で横ばいとなったものの、施設基準の新規取得や地域の
医療機関との外来の機能分化に係る取組等により、⑤入院患者
1人1日当たり収益及び⑥外来患者1人1日当たり収益が増加した
こと、また、それに伴い医業収益が増加した一方で、安全・安
心な医療を提供するため検体検査の自主運営等に係る人員増に
より職員給与費がさらに増加したことが原因となっている。
　なお、⑧材料費対医業収益比率については、材料費のベンチ
マークシステムを採用したことにより、他病院の仕入れ状況を
把握したうえで価格交渉し材料費の削減を図ったことで、H25
以降減少しており、H28では類似病院平均値を大きく下回って
いる。

52,664 55,552

2. 老朽化の状況について

　①有形固定資産減価償却率については、特に
建物の老朽化の進行により年々増加している。
　また、②機械備品減価償却率は、計画的に機
器更新等を行っているものの、毎年微増が続い
ている。
　さらに、H27の③1床当たり有形固定資産はH26
より増加しているが、これは緩和ケア病棟の新
設に伴い病床数が573床から547床になったこと
によるものである。
  なお、③1床当たり有形固定資産について、
H28年度に数値が計上されていないのは、H28.10
に地方独立行政法人へ運営形態を移行したこと
により、比率計算上分母にあたる年度末病床数
が0となるためである。

H24 H25 H26 H27 H28 H24 H25 H26 H28 H24 H25 H26 H27 H28H27 H28 H24 H25 H26 H27

59,159 60,787

「収益の効率性①」 「収益の効率性②」 「費用の効率性①」 「費用の効率性②」

2. 老朽化の状況

平均値 14,082 14,865 15,610 16,993 17,68062,913 64,765

23.2当該値 50.3 52.5 53.1 52.3 57.7

平均値 56,653

当該値 23.4 26.2当該値 12,111 12,957 15,020 15,583 15,90554,226 54,993 25.1 25.0当該値 52,963

全体総括

平均値 25.6 26.2 26.3 27.5 27.4平均値 48.0 47.8 48.7 48.5 49.2

H26 H27 H28

　H24からH28の経常収支比率は100%未満となっ
ており、単年度の収支が赤字となっている。こ
のような状況を踏まえ、H28.10より運営形態を
地方公営企業法の全部適用から、急激な医療環
境の変化により迅速かつ柔軟に対応し、経営課
題を解決していくことができる運営形態である
地方独立行政法人に移行し、中期計画を策定・
実行することで健全な経営の遂行を目指してい
る。
　また、建物の良好な状態を保つため、今後、
経営状況を鑑み優先順位を設けて、必要な保全
工事を実施していく。併せて、機械備品につい

H24 H25 H26 H27 H28 H24 H25 H26 H27

52,975,651 53,676,431 -当該値 57.6 60.6 63.7 65.4 66.1

H28 H24 H25

当該値 50,219,464 50,643,930当該値 67.7 70.9 71.9 75.4 75.8
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【65.7】
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【24.1】
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【49,667】

※　「類似病院平均値（平均値）」については、病院区分及び類似区分に基づき算出している。

工事を実施していく。併せて、機械備品につい
ても順次更新を行うとともに、高度医療への対
応、医療の効率化及び医療の質の向上を図るた
め、高度医療機器の導入を実施していく。

52,975,651 53,676,431 -

「施設全体の減価償却の状況」 「機械備品の減価償却の状況」 「建設投資の状況」

平均値 48,095,074 50,135,188 50,543,381 51,238,617

当該値 57.6 60.6 63.7 65.4 66.1 当該値 50,219,464 50,643,930当該値 67.7 70.9 71.9 75.4 75.8

51,669,762平均値 59.7 56.6 62.6 64.1 64.3平均値 46.4 45.9 50.7 51.3 51.2


